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戦間期東アジアにおける国際衛生事業

ーテクノクラートによる機能的国際協調の試みー＊

安田佳代＊＊

Summary 

In conventional research conducted on the League of Nations, specifically its social and 

humanitarian works such as the regulation of trafficking women and children and 

technocrats' activities in those works hav巴 been evaluated, in contrast with its security policy. 

It is true that the League of Nations accomplishments in such works leave no room for 

doubt. However, little attention has been paid to the practical impacts that the technocrats' 

experiments in functional cooperation have brought to international relations, especially in 

Eastern Asia. This paper deals with the League of Nations Health Organization's works in 

Eastern Asia, which were initiated by Ludwik Raichman, and their influ日nc巴 on international 

order in that region, especially focusing on Jap an ’s diplomacy toward the League. The League 

of Nations' health works included many factors because of their cross-border nature, which 

encouraged Japan's active participation. Under such an advantag巴ous environment, Japan 

found some occasions on which to proclaim its “ advancement ” as “ the leading country in 

Eastern Asia ,” and expected this probable status ? not to mention its practical effect ? to 

spread to its international relations or imperial policy. In other words, the t巴chnocrats ’ ex

periments aimed at achieving functional international cooperation, which could serve as a 

channel connecting Japan and the international society, eventually engaged in imperialism. 

However, the technocrats' experiments and the related countries' technical contribu 

tions should be highly evaluated in that th巴y cultivated th巴 soil for global governance. Thanks 

to that fertile soil, th巴 seeds of functional cooperation, which w巴re sowed directly after World 

War Two, grew rapidly and assumed various forms. However, these buds encountered a new 

trial created by the new international order. We should continue to examine th巴 environments

in which the technocrats' experiments can be realized, while postulating the reality of power 

politics. 
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はじめに

国際連盟は第一次世界大戦後、 集団的安全保障、

多国間協調によって世界平和を実現しようという

期待の下に設立された、 人類史上初の国際機関で

あった。 従来の国際連盟研究ではその安全保障政

策とは対照的に、 社会人道事業とそこに果たした

テクノクラ ート達の活躍が評価されてきたlo な

るほど、 連盟のテクノクラ ー ト達ー国際連盟事務

次長で後に「欧州統合の父」と呼ばれたジャン ・

モネ、 国際連盟経済金融部長のアーサー ・ ソルタ 一、

国際連盟保健機関保健部長のルートビ ッ ヒ ・ ライ

ヒ マンら勺立国際連盟の事業を欧州、｜の外にも広め、

技術による機能的な国際協調を試みたら しかし

彼らの試みと現実の国際政治の関わりについては

あまり開拓されておらず、と りわけアジアにおい

ては中国に焦点が当てられる傾向にあった＇o

本稿はルートビ ッ ヒ ・ ライヒマンが主導した国

際連盟保健機関の東アジアにおける事業展開を、

日本との関係に焦点を定めつつ見てい くものであ

る。ライヒマンはポーランド出身の細菌学者で、

19 2 1 年から 1939 年ま で国際連盟保健機関の舵取

りを行なっ た人物である5。 在任期間中には医療

用統計や規格の国際統一、 伝染病情報局の設置、

医官交換事業など今日の国際衛生行政の基礎を築

き 、 戦後はユニセフ設立に携わった6。 ライ ヒマ

ンが主導する国際連盟保健機関が、 東アジアにお

いてどのよ うな事業を展開していたのか、技術に

よる機能的国際協調というライヒマンの理想7は

戦間j関東アジア国際秩序にどのように溶け込んで

いったのか。 日本に軸足を定めつつ考察し、国際

衛生事業が 日本に国際社会とのチャネルを提供し

つつも、 結局帝国主義に取り込まれる形で進展し

ていったことを明らかにしていきたし、

と こ ろで国際連盟の「東アジア」における「衛

生事業」 を考察することは東アジアにおける国際

連盟を捉え直す上で新鮮な視点を提示 し うる。国

際連盟は衛生事業だけでなく、アへン規制ヘ婦

人児童売買9 交通、通信など現在に通じる多くの

社会事業を手がけた。 その中で衛生事業を際立た

せる特色は、たとえば新型インフルエンザ対策な

ど事例によっては国際協力が不可欠であり、国家

と国際機関の関わりを外交史料に依拠して把握し

やすいという特色がある。 とりわけ戦間期の日本

にと って衛生事業は国際的非難を浴びる要素が一

都合の悪い側面を覆いさえすれば極めて少なく、

むしろ積極的に 「協調」することが国際関係や植

民地統治10等においてプラスに作用し得る分野で

あった。 よって集団的安全保障口、 連盟規約の人

種平等条項を巡る問題12等、 その 「対立」 と 「決

別」がクローズア ップされがちな従来とは異なる

視角を期待しうるのである。 更に従来、 国際連盟

と東ア ジア、とりわけ日本との関係が主にジュネー

ブを舞台に捉えられてきた13 ことを考慮すれば、

近隣地域での関係を考察することはジュネーブで

の関係川こ補完的な視点を提供しうるのである。

本稿は主に外務省外交史料館所蔵の外務省記録

に依る。 また、本稿では便宜のため国際連盟に関

しては 「連盟J と略する場合があること、 外交史

料引用に｜燃しては旧植民地の呼称など当時のまま

残したことを予め断ってお く。

一．国際衛生行政の歴史的系譜

本題に入る前に、国際衛生行政が国際政治の変

動と並行して拡大 ・ 成熟してきた様子を概観して

おく 。

(1 ） 国際衛生枠組み登場の前史

国際社会の組織化は 19 世紀のヨーロッ パにて

本格的に始まった。 その中で最も早い時期から組

織化が試みられたのは利益がプラスサムで、国家

間合意に達しやすい保健、 交通、通信等の分野で

あった九 19世紀以降帝国主義時代の到来を機に、

入植者が衛生状態の悪い植民地で伝染病に感染し、

本国に病気を持ち帰るという事態がおきるように

なった九 国際的な取り締まり の必要性が認識さ

れ、 185 1 年パ リにて最初の国際衛生会議が開催

された。 しかし参加国は植民国側に限られ、槌民

地も含めたグローパルな対策とは程遠い状況であ っ

た九国際衛生会議はその後も定期的に開催され

たが、伝染病に閲する専門的知識なしに議論が進

められたため、 有効な国際的規制には達し得なかっ
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1903 年、欧州における共同防疫を目的として

パリにて万国衛生条約が締結調印された。 当協定

はコレラとペスト、黄熱病に関する国際合意であ

り、パリに国際公衆衛生事務局を設立しようとい

う内容であった。協定に基づき、 1907 年「公衆

衛生国際事務局設置に関する 1907 年のローマ協

定」が締結調印され、史上初の国際衛生組織、パ

リ国際公衆衛生事務局（Office International 

d ’ Hygiene Publique、以下 OIHP）が設立され

たが、帝国諸国の外交官が取り仕切る、サロン的

性格を有していた九同局の主な機能は締結国聞

の伝染病（コレラ・ペスト ・ 黄熱病）の発生 ・流

行・予防に関する報道であった。締結国はその分

担金額によって第一等から第六等加入固まで分類

されていた。

( 2 ） 国際連盟保健機関の設立

a. 沿革

第一次世界大戦後、不衛生な状態に置かれたロ

シアからの兵士 ・ 難民の移動によってポーランド

でチフスが蔓延し、圏内が麻簿状態に陥った。 ポー

ランド保健省は 1919 年に設立された赤十字社連

盟 （League of Red Cross Society、以下 LRCS)

に援助を要請したが、 LRCS は財政的・人的不足

ゆえに支援できない状況であった。既存の体制で

は太万打ちできないことが判明し、国際連盟の下

部組織に衛生機関が設立されることが望まれた。

1920 年 4月、ロンドンでの国際保健機関設立のた

めの第 l 回準備委員会にて保健機関設立案が作成

され、同年 12 月の第 l 回連盟総会にて可決され

た200 しかし準備段階に至ってフランス外務省が

反対声明を発表したため、暫定措置として臨時保

健機関設立案が 1921 年 7 月の国際連盟E盟事会に

て採択された九 その後臨時保健委員会は良好な

成績が認められ22 、 1923 年 9 月に常設保健機関

(League of Nations Health Organization、以

下LNHO）へと昇格した2:10

b. 日本と国際衛生行政

国際衛生行政が整いつつある中、日本は 1920

年代初頭においていまだに衛生条約にもローマ協

定にも加入していなかった。そのため国際連盟保

健機関に委員を派遣する上で大変不利であるとし

てローマ協約に加入し、 事務局に委員を有する こ

とが緊要であると認識された。 加入目的は大きく

分けて以下、三点であった。 まず 1912 年に改正

された万国衛生条約が再改正を目前に控えていた

ことである2\ 1921 年頃は日本の商業船舶が海外

へ渡航する機会も格段増え、国際衛生枠組みに加

入して発言権を得、万国衛生協約を日本に有利な

ものに改正させることは、防疫において大変有利

であると考えられた。

第二に、渡航船舶の検疫問題があった。 もし国

際衛生枠組みに加入しなければ、たとえば日本の

船舶が外国の港に入港する際、船内に三大伝染病

が発生した場合には到着港にて消毒隔離、その他

煩雑な防疫処置を強制される、あるいはー開港地

に到着後、更に他港に廻港を命じられるなど種々

の不利が予測された。 そうした手聞を省くために

も加入が望まれた。第三に、国際的威信発揚の絶

好の機会と捉えられたことである。 それまで日本

の医事衛生状況に関して諸外国に紹介する機会が

少なかったため、日本品の輸入禁止措置に至る事

態が少なからず見られた。たとえば日本から輸出

したブラシに牌脱痘菌があったため、各国がその

輸入を禁止したという事件もあった。さらに国際

衛生への協力姿勢はアヘン、婦人児童売買、委任

統治等、連盟の手掛ける諸問題にも連動するもの

であったため、日本に対する誤解や批判を牽制す

る手段になりうると考えられた。 欧州各国、南米

諸国は勿論、オーストラリア、英領インド、仏領

インドシナ、中園、エジプトさえ加入していると

いうのに、常任理事国である日本が加入しない と

いうことは大国としての品位面白に関わることで

あると認識されていた九

ただし、万国衛生条約には植民地への条約適用

等に関して留保をつけないと加入できない状態で

あったため、内務省を始めとする各省が消極的な

姿勢を示した。そのため暫定措置として 1924 年 3
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月、費用分担第一等国として日本政府は ロー マ

協定のみに加入した。 なお加盟通告には朝鮮、台

湾、樺太、関東州、委任統治区域を含むこととさ
れた目。

( 3 ）国際連盟保健機関の概要

LNHO は保健委員会、諮問委員会、保健部の 3

部構成であった。 保健委員会は約 20 名の委員よ

り成り、年 2 回の会議を行った。委員は医学の専

門家、各国衛生当局の高官とされた九 LNHO の

活動内容は大きく分けて伝染病情報の供給、統計

の国際的標準統一の 2つであった。 前者に関して

は 1923 年 7 月に『伝染病月報』、 『伝染病年報』

が発行され、伝染病の地理的分布や季節との関係、

気候の影響等についても研究できるようになった。

その一方で、衛生や人口統計に関する統計が完備

されている固と不完全な国との間で比較の困難が

判明し、各国における統計作成の主要規定を示し

た統計便覧が作成された。 その他、各国の衛生施

設の実情を知らせる目的で『公衆衛生施設概観』、

新たな衛生情報を迅速に知らせる必要性のもと

「国際衛生年鑑』が発刊された。更にマラリア、

曙眠病、結核、天然痘、ハンセン病、狂犬病、 乳

児の死亡率と児童保護、血清 ・ 薬剤 ・ 診断法の標

準設定等、専門分野別に委員会が設置され、研究、

予防に努めた甜。 LNHO は 1945 年 1 月に連合国救

済復興機関 （United Nations relief and 

Rehabilitation Administration 、 UNRRA）の

保健部門に統合された。 戦後、国際連合の下に単

一の国際衛生機関、世界保健機関（World

Health Organization、以下、 WHO） が設置さ

れると、 LNHO と OIHP の機能は WHO に引き

継がれた290

以上みてきたとおり、衛生事業の国際化は 19

世紀末帝国主義の拡大と共にヨーロッパにおいて

その原型が確立され、第一次世界大戦後、国｜緊迫

盟の下でその専門性、規模共に進展していった。

大戦直後の日本は急法留保付きで国際衛生条約に

加入するなど、新しい動きへの対応に手間取った。

その後国際連盟はどのような事業を展開し、日本

はどのように対応していったのだろうか。次章で

みていきたい。

二．国際連盟極東支部シンガポー

ル伝染病情報局（1925・ 1936 年）
本章では国際連盟保健機関による極東事業の拠

点となった、国際連盟極東支部シンガポール伝染

病情報支局（以下、東局）の概要、関連帝国諸国

との関係についてみていきたし、。

( 1) 東局の概観

a. 沿革

1921 年 10 月、第 2 回臨時保健委員会にて日本

代表宮島幹之助却が満州とシベリアにおける肺炎

の流行に注意を促した。 1922 年 5 月、第 3 回臨時

保健委員会において宮島は本件に関する報告書を

提出し、東アジア各国の健康状態と港湾衛生規則

を審査する委員会の派遣を要請した九 しかし調

査費用と人材の不足ゆえに委員会の反応は消極的

であった。

1922 年 8 月にジュネーブで開催された第4 回臨

時保健委員会にて宮島は再び、日本とその植民地

における黒死病とコレラの流行に関する報告書を

提出した。会議においては東アジアにおける伝染

病情報が極めて不正確であることを指摘し、東ア

ジア主要海港地の黒死病、コレラ、痘痛等の情報

交換方法調査のために保健機関より調査官を派遣

すべきことを提議した。 以上は東アジア諸国の防

疫上焦眉の急務であり、国際連盟の事業が欧州方

面のみに局限されないことを事実上証明しうると

発言した。 この発言が功を奏し、宮島の提案は全

会一致で可決され32、 LNHO 委員で後に LNHO

次長になるノーマン ・ ホワイトを 1922 年 11 月よ

り 1923 年 7 月にかけて東アジア各地へ実施調査

に派遣することが決定された33。 ホワイ卜は 1922

年 11 月 3 日にマルセイユを出発し、アジア各地

34 の港を巡回し、再びマルセイユ港に 1923 年 7

月 29 日に帰港した。巡回報告書の中でホワイト

は国際伝染病情報局の設立を唱えた。 提案された

機関は東アジアの中心に位置し、各地からの情報



戦間期東アジアにおける国際衛生事業 23 

収集に有用な地、すなわち シンガポールが理想的

だと提案された九 1924 年 2 月の第 l 回国際連盟

保健機関常設保健委員会（以下、保健委員会）は

同報告に基づいて、関係国政府の承認する地に連

盟管理下の機関を設置すること、設置に際しては

ロ ックフエラー財団の協力を希望することを決議

した35 0 同決議は 1924 年 3 月 11 日の第 18 回連盟

理事会にて採択され、正式に東アジアに伝染病情

報局を設立することが決まったへ

b. 事業内容

東局は 1925 年 3月 1 日から事務開始の準備に着

手し、その初回情報は 4月 3 日仏領インドシナの

サイゴン無線電信局を通して各方面に放送され

た九 6月 6 日から普通電報と文書によって発受信

が始まりへ これ以後東局局長から日本の内務省

宛に毎週東洋の主要港の伝染病情報が電報で伝え

られるようになった390 台湾総督府をはじめとす

る各植民地衛生官憲も同年 7月より東局と直接に

情報交換を開始した九

東局の主な事業は伝染病情報の収集と伝達、学

術研究の二つであった。 東局は、西はケープタウ

ン、アレクサンドリアから東はパナマ運－河まで約

140 の港を網羅し、通信行政簡素化のため管轄地

域を東西南北 4 つのグループに分類していた“。

伝染病流行情報と感染している船の動きに関する

情報を無線で集め、地域別に分類して週公報の形

にされ、サイゴンから毎週金曜日に無料で各港に

再発信されていた。 その際、日本、中園、インド、

アフリカ等各地に無線局が設置され中継に利用さ

れた九 こうした伝染病情報は東局の非加盟国に

も利用され、東アジアにおける国際協力の拠点と

もなっていた。情報伝達には日音号が用いられ、長

い情報伝達の簡素化と経費節約にも役立ったが、

内容の詳細化、行政や港の拡大、受信障筈のため

193 1 年以降は明文伝達が用いられた。戦況によ

り 1940 年以降は存続が困難になり AA コードに

よる伝達に移行した九

学術研究にも東局は大きな役目を果たした。 参

加国の専門学者による委員会を組織し、急性消化

器伝染病に対する経口免疫法、ペスト、ノ〈クテリ

オファージ、肺炎等の各種研究が行われた。 更に

国際防疫上価値があると思われる全ての業績論文

の公表、伝達、紹介の役目も果たした。 東局設置

によって各国が同ーの検疫方針を採用することが

可能となり、また伝染病流行地や、その他の港へ

の病毒伝播の恐れがないと認められた場合には可

能な限り短時間に警戒がf4平除されるようになった。

欧州、｜に本国を有する列強は従来、植民地領事館に

依ってその都度、当該地域の健康状態を把握して

いたが、東局設置によって衛生官の配置や駐在の

ない地域についても状況把握が可能となった九

一方、 設置の準備段階には東局の機能をめぐっ

て一部から反発がみられた。 例えば日本政府は本

国とその植民地における自由裁量が制限されるの

を恐れて、電報通報ではなく書面報告を、情報受

信後の実際的措置に関しては各国の自由裁量を認

めることの 2点を希望したが結局受け入れられな

かった九 仏領インドシナ代表は東局設置を歓迎

する一方で、衛生規定の適用を余りに厳しく徹底

すると本来の目的を失ってしまうと注意を促し

た46。設置地に関しては海港検疫に最適な交通網

の中心に位置すること、殊に英語圏にあるとの理

由からシンガポール案が有力とされ、イギリス、

連盟事務局側は同案を支持していた。 これに対し

てフランスはイム事頁インドシナに、オランダはオラ

ンダ領東インドに設置してほしいと申し立ててい

た。 日本も東京に設置したいという案を密かに温

めていた47が、結局多数意見と地理上の関係によ

りシンガポールに決定された480

第二次世界大戦が勃発し、戦闘が進展するにつ

れて無線による情報伝達が不可能になり、また戦

略上の情報漏れの恐れもあってシンガポールとの

連絡を各国が停止した。 日本によるシンガポール

占領の一週間前、オーストラリア政府の招待によ

り東局はキャンベラに移された。 キャンベラへ移

動後、東局は戦争状況により暫く活動を停止し、

1946 年に活動を再開、その機能は WHO 本部へ

と引き継がれた490

( 2 ）諮問委員会での攻防

1925年 2月には設置に向けての最終打ち合わせ



-24- 国際関係論研究第 27号

会議が、イギリス海峡植民地にて開催された。 そ

の際、 情報局の活動や予算等の審議を行うために

関係各国とその植民地の代表者からなる諮問委員

会設置案が決議され、連盟理事会によって採択さ

れた印。日本は積極的に東局に支援の姿勢を示す

ならば日本のみならず極東における公衆衛生の進

歩に大きく 貢献できること、従って「東アジアに

おける指導者」 たる日本の地位を実現しうる絶好

の機会であると捉えた51。 こうした日本の意向は

関係帝国諸国にどのように捉えられたのか。 諮問

委員会での帝国諸国の攻防を以下、みていきたし、。

a. 植民地代表権を巡って

第 1 回諮問委員会は 1926 年 1 月 4 日からシンガ

ポールにて開催された。 委員会には保健部長ライ

ヒマンの他、香港、タイ、英領北ボルネオ、オー

ストラリア、英領インド、仏領インドシナ、シン

ガポール、オランダ領東インド、フィリピン、マ

レ一連邦、中園、日本の代表が参加した。 日本か

らは防疫官兼内務技師加藤源三が政府代表として

出席した。 加藤は東局の事業が日本の公衆衛生に

与える影響の大きさ、東アジアにおける日本の地

位を考慮、して、東局を積極的に支持することを終

始推進し、相当額の分担金を負担する準備がある

と表明した。 その代わりに （ i ） 日本から東局次

長を出していること（本章（ 2) b.参照）、（ ii) 

1926 年の国際衛生条約改正に伴って同支局の重

要性がますます向上していくこと、（皿〉既にイ

ギリス側が数名の委員を派遣することを決定して

いることを理由に朝鮮、台湾、関東州からも諮問

委員会に代表を派遣することを希望した九 この

希望は受け入れられ、 1927 年度の東局諮問委員

会には内務省、朝鮮及び台湾から各 1名委員が派

遣された由。

1927 年度の諮問委員会では東局諮問委員会構

成に関する基礎案が作成された。 それによると諮

問委員会は日本、オーストラリア、中園、インド、

海峡植民地と他のイギリス植民地、タイ、仏領及

びオランダ領東インドの各代表によって構成され、

日本が 1名の代表枠しか持たないのに対して、イ

ギリスは本国 ・ 植民地を含め計 3 つの代表枠を有

することとされていた。 この不平等に関して保健

委員会日本代表鶴見三三は、 日本が東アジアに位

置 し本国及びその植民地から構成されるとの理由

で代表 2 名の派遣を提議した九 本件に関しては

日本国内でも反論が出た。 拓殖局は植民地におけ

る衛生行政は日本内地に対して全く独立の領域を

有すること、殊に朝鮮 ・ 関東州は地理的関係上、

海路は上海やその他の中国沿岸地域、ウラジオス

トクとの船舶交通関係があり、陸路に関してはロ

シアと接している為、時々病毒が侵入する現況に

あることを理由に朝鮮 ・ 関東ナ｜、｜から日本内地とは

別個の代表者を出席させることを希望した出。 内

務省 も同様の旨を希望し56、政府の公式回答とさ

れた＇'o

1927 年 11 月の第 11 回保健委員会でも植民地代

表権獲得を巡って議論が紛糾した。 翌 12 月にイ

ンドで開催予定の第 3 回東局諮問委員会の代表を

めぐって日本は内地から l 名の代表の他、植民地

からも別に 1 名の代表を出すことを主張した。 対

してイギリス代表は日本の要求を牽制しようとし、

オランダ代表はも し日本にこれを許可するのであ

ればオランダ領東インドからも同様の要求をする、

と日本を牽制した。 これに対してライヒマンとホ

ワイトは日本が東アジアにその本土と植民地を有

し、その植民地は国際的に特殊の関係にあること、

一方オランダ本国は欧州にあり、東アジアに位置

するオランダ領東インドは既にその代表者を認め

られているので更なる代表を派遣する必要も権利

も認められない、と日本の立場を擁護した却。 こ

の時点でライヒマンらが東アジアにおける日本の

「特殊的地位」 を擁護したことは注目に値しよう 。

ライヒマンが国際衛生事業整備にあたって日本の

知と財に大きく期待していたこと、そのために日

本を優遇していたことを窺わせる。

結局、小委員会は日本に植民地代表権を認め回、

第 3 回東局諮問委員会には、内地、朝鮮、台湾か

らそれぞれ 1 名ずつ代表を派遣したへ その後、

1929 年 2 月の第 5 回東局諮問委員会にも、以上の

決定に基っき日本代表として内地より l名、植民

地からも 1 名の委員が派遣された。 同年 12 月の

第 6 回東局諸問委員会に際しても、 1930 年 2 月の

第 7 回東局諮問委員会に際しでも同様であった九
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b. 東局次長ポストをめぐって 1920 年代の固

定制

1925 年に日本にて開催された国際衛生技術官

交換会議（第三章参照〕の結果、日本と国際連盟

の協力事業が数々企画された。その中のーっとし

て東局の次長に日本人の専門家を充てるという案

がライヒマンによって計画された。 日本政府は日

本が国際衛生事業の誘導において極めて有力であ

ることの証明となるため、次長ポストを得ること

を切実に願っていたへ そのためライヒマンの申

し入れは日本政府によって歓迎され、内務省衛生

局技師医学士佐藤正が適任と認められた目。佐藤

は 1926 年 6 月 15 日付で正式に東局次長に就任し

た臼が、 l 年後、語学力等が原因となって更迭を

余儀なくされたへ その後、東局次長ポストを手

放すか否かが日本当局者によって検討されたが、

向ポストは日本の国際的地位と連動する重要案件

とされ、保持の方向で進められた。 日本にとって

向ポストの重要性は国際連盟事務局次長杉村陽太

郎の次のような私見からも明らかである。

「事務局としては極東における連盟の活動には常

任理事国である 日本が主として指導者の任務をあ

たることを希望している。 情報局の事業について

もライヒマン、ホワイト等は平常日本が中心となっ

て協力することを切望している事情もあり、もし

日本側が主として政治的見地に基づいて日本の優

越的地位を考慮して本件を処理しようとの意向が

あるのならば、追っては局長になる期待をもって

有為の人材を選任し、手当補給及び必要ならば語

学の補助者（主として英語）等をも考慮することが

極めて望ましし、。 そうでなく漫然後任者を推薦し、

再び不結果に終らないまでも大国である我地位に

同等する活動を実現できなければ連盟側の日本に

対する期待を裏切ることとなり、甚だ面白くな L 、。

よって寧ろ、次長の地位については棄権しないほ

うがよ L川 （傍線は筆者〕。」

人事選定を早める結果となり、警視庁防疫医・大

内恒が推薦されたへ 大内は英語は勿論、当時と

しては珍しくフランス語、ドイツ語も解す国際派

であり 70、 1929 年 9 月 8 日付けで東局次長に就任

した～その後、大内を次長から局長へ昇格させ

ることには失敗するものの九日本は東局次長ポ

ストを保持し続けた。

C . 東局次長ポストをめぐって 1930 年代の輪

番制

しかし 1930 年代半ば以降、その地位が脅かさ

れる事件が起きた。 1935 年、日本に事前通告な

しに大内次長が解任されるという情報をシンガポー

ル総領事館の幹部が入手したのである73。 東局は

連盟内予算、ロ ッ クフエラ ー財団からの寄付金、

関連諸国の分担金をその財源としており、当時、

各国負担額は日本が最高刊であり、オランダ領東

インドはこれに次ぐ額を負担していた。 日本の金

輸出禁止以後、為替の関係上、正貨に換算して日

本とオランダ領東インドの地位が逆転した結果、

ライヒマンは大内の任期満期を機会にオランダ人

を次長に採用しようと企てたのであった九 これ

に対して国際連盟事務総長は東局事業において、

将来においても日本人を次長に据えることは望ま

しいとの見解を示し、大内の解任は取り消され

た76。 この事件の背景には第四章でみていくよう

に 1930 年代以降、ライヒマンが中国に肩入れし

て対日反帝国主義を強めていたことが関係してい

る。但し、国際連盟事務総長とし、う、新たな味方

の登場で日本の立場は保護された。 国際連盟事務

総長はこの事業に、 1933 年国際連盟を脱退した

日本と国際社会とを繋ぐチャネルとしての役割を

期待していたのであった。

再び 1936年に至って、東局次長を l名から 2 名

に増加しようという案が東局局長によって企画さ

れた。 局長パークスはそれまで 1人であった次長

を 2 人に増やし、 1人は東局諮問委員会に代表さ

れる行政庁に属する医官を輪番的に任用し、もう

東局次長後任の人選はその後、 難航したヘ し 1 人は ジュネ ーブの保健部員から任用するとの案

かし日本からの候補者推薦に手間取っている内に、 を提示した。この案には次長を輪番制にすること

英米仏から東局次長候補の推薦があった曲ことが で、東アジア衛生事業における日本の地位を削ぎ
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落とそうとする意図が含まれていた。当然のこと

ながら日本はこの案に反対した770 しかし次長を

一定国が占有する理由はなく、国際機関であるこ

とを考慮して諸国民にその機会を与えるべきだと

の見解が諮問委員会の大勢であり、輪番制が優勢

であった九 日本側では、協力を断念し保健委員

会脱退を決行すべきか、あるいは輪番制を承認し

同時に第一の次長を日本人から採用させるべきか、

その 2策が考案された。ジュネーブの日本代表と

しては、輪番制採用は結局日本人排斥を意味する

に他ならないとして断固反対を固持し、主張が容

れられない場合には脱退も辞さない態度で各方面

に運動するとの意向を固めていた九

本件は 1936 年 5 月の保健委員会でも審議され

た回。 日本代表鶴見委員は東局と日本の協力関係

を説明し、日本として次長の地位を保留すること

の正当性を述べ、日本の意向が容れられない場合

には保健委員会脱退も辞さない意向を示した。 議

場は甚だしく緊張した。雰囲気を察したイタリア

とフランスの代表は日本の主張を支持した。議長

は輪番制の下に第一次長を日本に与えればどうか

と諮り、イギリスとポルトガルの代表はこれに賛

成した。 しかし鵠見委員はその提案を退け、日本

の望むところは常に高級職員を存置させることで

あるので、議長の案には満足できないと答えた。

結局、当委員会では輪番制が採択され、鶴見委員

は更に不利となる決議をおそれ、やむを得ずその

決議に同意した。その後、 本件は 1936 年 5 月 4 日

連盟事務局の人事会議にて審議されたが、日本に

とっては幸運なことに輪番制問題には触れられず、

暫定措置として大内の任期を 1937 年 3月末まで

延長し、最終的解決は改めて日本側と協議するこ

とが決められた。 以上は暫定的解決ではあったも

のの、大内の現地位を温存できたとして日本は連

盟の決議を受け入れた九

以上の通り、東局は戦間期東アジアにおける国

際衛生事業の拠点となった。 日本はその枠組み内

で関係諸国を時に宥め、時に牽制しつつ、自国の

地位向上と発言力拡大を狙い、 「東アジアにおけ

る主導国」たる地位の獲得に努めた。 そして 1920

年代はその目的が手に届きそうな環境一手にした

ポスト等がいかほど有効活用されたかはさておき ー

が用意されていた。 すなわちライヒマンが衛生事

業による機能的国際協調のために日本を優遇して

いたこと、また当時の中国が内政に手一杯で国際

問題に積極的に関与する余力がなかったことが日

本の立場を有利なものとした。一方、 本章後半で

見てきた通り、 1930 年代以降はその背景が崩れ

ることにより、日本は大内解任事件のような辛酸

を嘗めることになった。次章では再び時間期hを

1920 年代半ばに戻し、東アジアにおける国際衛

生事業の展開と日本との関係をみていきたい。

三． 国際連盟保健機関と日本の協
力事業（1925・1930 年）

(1 ）衛生技術官交換会議

a . 概要

国際保健の基礎は各国の衛生行政及び施設であっ

て、圏内制度確立のために先進国の衛生行政 ・ 施

設を見学することは非常に有益だと認識されてき

た。 このような目的で 1922 年に始められたのが

国際連盟主催衛生技術官交換会議であった。 開催

以来、 主にヨーロッパを中心に行われてきたため、

世界全体に等しく普及することが望ましいとして

ホワイトが 1923 年 9 月末、 B 本で交換会議を開

催すべきことを提案した位。 併せて国際連盟側は

技術官交換会議に満州、｜・ 朝鮮視察も組み入れるこ

とを懇請してきた。 日本政府は国際関係の立場上、

また植民地の衛生行政を世界に紹介する意味にお

いても最 も ；適当な機会であると判断し回、 1924 年

3月会議開催に関する閣議決定がなされた九

1924 年 5 月の第 2 回保健委員会にて日本代表委

員鶴見三三はライヒマン、ホワイトらと第 1 回打

合せ会を開催したへ この会議では出席技術者の

旅費及び滞在日 当 と若干の会議費を補填する目的

で、国際連盟からの出資予算増額が決められた冊。

更に前例にならい、日本政府が技術官の国内・満

州 ・ 朝鮮視察に際して無賃乗車特典を与えること

が決まった九 交換会議の日程、視察場所、旅費

等の具体的な準備に関しては日本側の裁量が大き

く認められ、外務省と内務省を中心に関係府県庁
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長官を招集して協議がなされた問。準備過程では

参加技術官に送付する準備調書ーたとえば 1922 年

度衛生局年報、 1880 年から 1923 年までの法定伝

染病統計明、南満州鉄道株式会社による鉄道案内

書曲、各植民地の風土や衛生施設の説明を記した

衛生概況へ日本の衛生法規に関する参考資料ヘ

1923 年度の衛生局年報開などーが内務省によって

作成され、連盟事務局を通じて参加者へ配布され

fこ 910

参加者はオーストラリ ア、中園、オラ ンダ領東

インド、香港、 インド、仏領インドシナ、マレ一

連邦、ニュージーラ ンド、タイ、海峡植民地、フィ

リピン、ロシアの衛生官憲が各 1、 2 名ずつ、連

盟からはライヒマンを含む 2 名であった目。会議

は 1925年 10 月 18 日から始まり、まず東京に集合

して内務省で講演会に臨み、翌日から 4組に分か

れて東京、地方、各植民地の主要衛生施設、研究

所、病院等を視察した。 参加技術官達には行く先々

で歓迎会が催され、参加者に「歓待の度が過ぎる」

と言わせた程、丁重な待遇であったという 960

b. 批判会議と反響

各地方における視察を 11 月 17 日に終えて一同

は帰京、 18、 19 日に批判会議が行われた。 批判

会議では見学施設に偏りがあったこと、労働者階

級の公衆衛生設備の不備、小児死亡率及び、脚気・

赤痢 ・ 腸チフス ・ 結核による死亡率の高さが指摘

され、また学術刊行物を国際的に普及させる為に

ローマ字表記の奨励がなされた。 更に、 当時の日

本で普及していた糞便肥料が伝染病の原因となっ

ていることから、糞便処理の衛生施設改善が多数

の参加者から強く推奨された九 一方で日本の公

衆衛生水準の高さに関する評価が多数からなされ

た。 とりわけ日本が医学及び衛生方面において欧

州と同水準にあること、地方の衛生施設が都市部

と同水準に整備されていること、朝鮮及び満州の

衛生施設も欧米先進国都市部に匹敵する水準であ

ること、日本の衛生法規が極めて巧妙に運用され

ていること、病院の設計が低額且つ都合ょくでき

ていること、寄生虫病研究の発達等が評価され

た目。 欧州諸国における自然的大公園においては

来遊者が多く、ゴミが散乱され、不潔を緩めるの

が一般的であるのに奈良公園では清潔が保たれ、

一般人が公園内備え付けのごみ箱を利用するのを

目撃して感心したという 問。

ライヒマンは 1926 年 4月の第 6 回保健委員会に

極東視察報告書を提出し、その中で日本における

医事衛生の進歩発達川こ鑑み、各種協力事業を発

案した101。ライヒマンは更に、朝鮮と満州、｜におけ

る衛生設備及び行政の充実を賞揚し、これに反し

て中国では何ら見るべきものがないのみならず、

悪疫の流行が頻繁であることを指摘し、同国の海

港検疫改善に関する計画を語った!020 衛生会議後、

ライヒマンによって立案された各種協力事業の展

開を次節でみていきたい。

( 2 ）国際連盟保健機関と日本の各種協

力事業

a. 国際協力事業

1925 年、国際衛生技術官交換会議終了後の 11

月 24 日、ライヒマンの要請により、内務省衛生

局、同栄養研究所、東大伝染病研究所、北里研究

所等の有志者がライヒマンと会見を行った。 協議

事項は国際連盟の提議による日本と欧州各国間と

の医学研究者 ・ 教授の交換並びに日本人研究者の

研究報告編纂についてであった1問。日本政府は本

プログラムに関して積極的な姿勢を示し、 1925

年 9 月、 3 名の日本人技術者をジュネーブへ派遣

したl加。技術官交換事業はその後も継続的に行わ

れた。 1929 年にはライヒマンにより日本人技術

官に対する奨学金制度が提案・設立され、同年

10 月後半に第一期生 3 名がジュネーフ守へ招かれ

fこ l問。

研究報告編纂事業に関しては、コレラ問題、栄

養問題に関する論文が邦文 ・ 英訳二編で編纂さ

れi問、連盟の費用で出版された。 1926 年には日本

とブラジルの聞に寄生虫学者の交換研究を行うこ

ととなった。 当時、ブラジルでは日本の移民が寄

生虫病を搬入したため、日本からの移民を制限せ

ざるを得な L、状況であった。そのため、ブラジル

在住の日本人に対する寄生虫の有無を調査するべ
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く 、 日本の専門学者を数ヶ月ブラジルに派遣し、

またブラジルにおける寄生虫学者を日本に招聴し、

交換研究を行うことが発案された。交換研究に関

しては 1927 年度連盟予算で賄われることとな

り 1へ 同年 10 月半ばにブラジル入学者が来日し、

研究に従事した1問。

b. 国際専門会議

各種国際専門会議にもライヒマンの取計らいに

より、日本人医学者は積極的に招待された。 1928

年 5 月初めコペンハーゲン研究所での梅毒血清反

応統一会議には、伝染病研究所長長奥又郎が招か

れたl叩。 同じく 1928年 4月中旬にフランクフルト

研究所で開催されたサルバルサン標準決定会議に

は北里研究所の秦佐八郎川カi招かれた。 1925年ジュ

ネーブにて協定された、サルバルサン類の楳準及

び検定法に関する不備を秦は指摘しており、本件

を直接協議するためであった川。

狂犬病については 1927 年 4 月 25 日から 30 日ま

でパリのパストウ ール研究所において狂犬病予防

国際会議が開催された11 2。 会議では、犬の予防注

射に関して当時各国で広く使われていた 「梅野法」

の成績が日本代表によって紹介され、日本の医学

面における先進性が世界に認められたと当局者に

よって認識された1130 赤痢血清反応については、

1921 年万国衛生会議にて朝鮮総督府医院長志賀

潔川こ赤痢検定法の研究が割り当てられた。 志賀

の研究が認められれば、 赤痢検定法は国際統ーさ

れる予定であった 115a 志賀は 1924年 9月デンマー

ク王立血清研究所にて開催の国際連盟保健委員会

主催赤痢血清効力標準決定小委員会及び、 1925

年 5月ジュネーブにて開催の万国赤痢血清大会に

出席した。 更に志賀の考案した赤痢検定法の説明 ・

討議を行う ため、 1926 年 10 月には血清標準統一

会議へ招かれた川。

C. 国際連盟招請交換教授（1926-1927 年）

1926 年秋、ライヒマンよりヨーロッ パ ・北米

南米の各学術施設で開催予定の公衆衛生国際リレー

講義に日本の教授を招きたいとの要請がなされ

た117。日本政府は栄養研究所所長の佐伯矩川の派

遣を決定した 119。 佐伯は 1926 年 12 月 28 日に東京

を出発し、シベリア経由ヨーロッパ、北米、南米

の各研究所、大学等で講演会、会議等に臨み、 9

ヵ月後に日本に帰着した。 佐伯のヨーロ ッパと南

米巡遊は大変な盛況であった。 講演各所では満員

御礼、聴衆が堂外に溢れ、講堂が危険のため扉を

閉鎖するという事態も発生した。 フランスの学者

が日仏学術協会の設立を主唱したこと、ウィーン

大学とベルリン大学より日本の栄養研究所に留学

生派遣の希望を伝えてきたこと、イギリス、 南米

数カ国において栄養研究所設立の企画がなされた

こと、チリ政府がその衛生社会労働省内に新機関

を設けることを企画し、その最高顧問として日本

人栄養学者の招聴を決めたこと等、数々の国際的

反響を引き起こした1へ とりわけチリ国政府は栄

養研究における佐伯の功績を讃え、勲章を授けた。

外国から派遣された学者としてこのような特遇を

受けるものは従来類例のないことであったらしく、

厚遇の背景には佐伯が国際連盟より派遣されたと

の事実よりも日本人であることがすべての素因で

あると在チリ日本公使は指摘している 1九一学者

による外遊ではあったものの、日本にとっては自

国の 「先進性」 を国際的にアピールする格好の機

会となった。

d. 国際的ハンセン病センター設置案とその流

産（1930 年）

国際連盟保健機関設立以来、ハンセン病をめぐ

る国際協力はその主要議題の一つであった。 1926

年 4月の第 6 回保健委員会では、ブラジル委員が

ハンセン病予防に関する報告を提出し、その中で

本病に関する専門分科会を設け、予防一般に関す

る諸問題を研究すべきことを提案した。 討論の結

果、本問題はひとまずOIHP に委託されることに

なった 122。当時日本ではハンセン病に関して療養

所の拡張、予防協会の設立、 1931 年には 「ライ

予防法」 の改正が行われようとしていたl回。 こう

した取り組み一その内実l

ンらが着 目し、 1930 年ノ、ンセン病小委員会書記

ビルネーが東アジアでのハンセン病予防研究調査
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に当たった。 1930 年 9 月の第 16 回保健委員会に

て視察報告書と事業計画書が提出され、その中で

ビルネーは日本におけるハンセン病の予防及び撲

滅に対する官民の熱心な努力、学術的研究業績が

豊富Eつ価値多きものであると判断し、 東京に国

際的ハンセン病センターを設立すべきことを提案

した。 ハンセン病センターとはハンセ ン病の学術

的研究と疫学的調査をその主な任務とし、日本の

学者を中心lこ、連盟との連絡を保ちつつその予防 ・

撲滅の促進を企図するものであり、当時、既に設

立予定であったパリのハンセン病センターの姉妹

機関と位置付けられた問。

センター設置に関して、日本代表鶴見委員は日

本の国際的地位及び医学の進歩の結果に起因する

ものであり、官民の熱心な努力と学術的研究業績

が豊富であることを宣伝する絶好の機会だとの見

方を示した126。 しかし日本政府は現存する圏内機

関を利用して、予防撲滅の促進を企図することに

のみ賛意を表したm。ライ ヒマ ンはセンタ ー設置

にあたって、幹部会における日本側の裁量を大幅

に認めるなど日本を説得した 1 28が、日本政府は圏

内衛生行政に外国人が立入ることを懸念して本案

に修正を申し出た。 センター設置はこうして行き

詰まったl四。

以上の通り 1920 年代半ば以降、日本は 「東ア

ジアの主導国」ならではの「先進性」ーハンセン

病患者への対応や工場労働者の労働環境など、実

際にはヴェールに包まれた部分を多々内包してい

たのだがーを国際的にアピールする機会を得た。

もっとも、南米やヨーロ ッパへの技術的貢献は純

粋に評価に値するものであろう 。 しかしこうした

「貢献」も第二章末で指摘した前提条件ゆえの賜

物であった。 1930 年以降日本の「協調」と「貢

献」 を支えた前提条件は、中国の台頭とライヒマ

ンの 「転向」 により徐々に崩れて L 、く 。 その様子

を次主主にてみていくこととする。

四．国際連盟保健機関による対中

国技術協力の展開（1928・1933 年）
1925 年に日本で開催された衛生技術官交換会

議の際、東ア ジアを訪れたライヒマンは日本の衛

生水準が極めて高いことに驚く一方で、中国にお

ける衛生状況の劣悪さと悪疫蔓延に落胆し、国際

的に何らかの措置を施す必要性を 1926 年 4 月の

第 6 回保健委員会にて唱えた問。 一旦この計画は

下火であったが、 1928 年秋の中国南京政府の依

頼により具体化へと動き出した。 なお対中国技術

協力に関する詳細はオスターハンメルの論文問、

ライヒマンの伝記132、イギリス外交文書に依拠し

た後藤春美による研究1田等に譲りたし、。 本章では

日本代表による LNHO 保健委員会報告書に依拠

して、日本の動向に関係する経緯のみを取り上げ

ていく。

( 1 ）国際連盟保健機関による対中国技

術協力の概要

a. 発端（1928 年）

中国南京政府は 1928年 10 月、衛生部を設けて

間もなく国際連盟に海港検疫施設改善に関する協

力を依頼した。連盟理事会は南京政府の依頼を考

査した後、中国に協力することを決し、ライヒマ

ンらを派遣するに至っ た。 代表団は 1928 年秋中

国に赴き、 2 ヶ月間中国各地を調査し、その結果

を本委員会に提出したI剖。 1929 年 3 月の第 15 回

保健委員会でライヒマンは当調査に基づき、 南京、

上海に模範的医育機関を設け、医学教育体制を整

備すべきことを提議した。 保健部の意見に則り、

南京政府は国際連盟に対して C i ）中国の医事衛

生改善計画に対して LNHO及びその他の専門機

関の協力を得ること、 C ii ）中国の衛生施設整備

に関して、保健部より 1 名の顧問を派遣すること、

C iii ） 保健部の衛生及び予防医学委員会より数ヶ

月間 1名の医育専門家を派遣して中国側の医育調

査会指導の任にあたることの 3点を要求した。 更

に南京政府は海港検疫制度改革に関しても連盟の

援助を求めた。

以上の要求に基づき、保健委員会は海港検疫問

題に関する特別調査委員会を設け、中国における

実地調査を行うため LNHO部員パークスを現地

に派遣すること、特別調査会は連盟交通部の代表

専門家と協議することを決議した。 1930 年 7 月 1



国際関係論研究第 27号

日以降、南京政府は海港検疫自主権を回収し、上 めたへ本件には周年連盟総会にて各国代表より

海における検疫所の経費、運用、人事等に関する 多大な同情を寄せられ、同年 11 月の第四回保健

報告書を連盟に提出した問。 委員会でも討議された。 イギリス代表は水害地に

b. 伝染病対策 （ 1928 年）

当時、上海はコレラ及び天然痘の巣窟と国際的

に見なされており 136、ライヒマンは上海滞在中に

南京政府衛生部長、共同租界の各国衛生部主脳者

と会合して悪疫撲滅のための実行案を協議した。

その結果、種痘と予防注射の励行を主眼とするこ

とが決定され、上海にて検疫事務の刷新及びコレ

ラ ・ 痘箔の予防事業が開始されたへ 東局局長も

この計画に参画し、中央コレラ局を設け、大規模

な予防接種を実施した。この時点で日本代表宮島

幹之助はこうした状況を東アジア全体に資するも

のと前向きにみなしていたl調。 1930 年 9 月には海

港検疫視察に出向いていたパークスの報告書をも

とに日本代表鶴見委員も加わって海港検疫案が作

成され、保健委員会において修正なく可決され

た問。 鶴見委員は上海におけるコレラと痘箔予防

問題は日本にとっても密接な関係があるとして、

情報の提供を依頼した140。

1930 年 1 2 月ライヒマンは南京政府の招請によ

り再度中国に行き、決定した計画案の実行と将来

の問題に関する協議を行い、 翌 1931 年 3 月ジュ

ネーブに戻り、同年 5 月の第 17 回保健委員会に

視察報告書を提出した。 その内容は 1930 年 7 月

以降、中国は海港検疫の自主権を回復したこと、

南京政府が中央衛生所・中央医院が事業を開始し

つつあること、また 1930 年夏の上海におけるコ

レラ予防接種は大成功を収めたことなど、概ね事

業の成功を物語るものであった。 その後、南京政

府は 1930 年 11 月衛生部を内務部に帰属する衛生

局へと改変した。 この直後保健委員会は検疫事務

の拡張、各種衛生機関の整理等を内容とする 3年

計画を企画した14 1 0

C . 揚子江流域水害救助問題（1931 年－）

1931 年初夏、中国の揚子江領域で大規模な洪

水が発生し、南京政府は LNHO に水害救助を求

おいて今後一層伝染病の蔓延が生じるであろうこ

と、よって治療薬品の寄贈のみならず各国より衛

生技術官を派遣することも必要であるとして、当

時中国にいたライヒマンとの連絡を図り、その処

置を講じることを提議した。

1931 年 9月には満州事変が勃発していた。 日中

関係が悪化する中、同委員会にて日本代表鶴見委

員は、中国の洪水被害に関して日本が皇室及び国

民共に深甚なる同情を表し、救護班の組織、物資

の供給、義援金の募集し、必要に応じてこれら救

護事業の拡張を計画してきたこと、日中間の紛争

にも関わらず今後も南京政府がこれを拒絶しない

限り救護事業を継続しEつ国際協力する旨、 声明

を発表した川。 しかし南京政府はこれを拒絶した。

更に同じ時期、中国視察から帰国したライヒマン

が「支那の洪水」と題する報告書を提出した際、

保健機闘を通して各国がなした人的物的協力が記

されていたものの、日本の事業に関する記載が殆

どなかったことは日本政府の神経を逆撫でする結

果となった刷。 この頃には対中国技術協力事業は

一定の効果を生み出しており、中国における衛生

の近代化に果たした連盟の役割は評価されるべき

である同。 その一方で中国の積極的な連盟誘致策

の背後には、日中関係が強く意識されていたこと

もまた事実であった川。

( 2 ）対中国技術協力に関する日本側の

意向

日本政府は LNHO の対中国技術協力をどのよ

うに見ていたのであろうか。 国際連盟保健機関が

ますます中国に関与していく中で， LNHO 内部

では英仏の保守派らを中心にそれを疑問視する声

も上がっていた叩。 たとえば、イタリア代表はラ

イヒマンによる事業計画があまりにも壮大であり、

連盟の予算的にも実現可能性が低いこと、また保

健部は欧州、南米にも幾多の協力事業を抱えてい

る中、中国だけに全力を注ぐのはいかがなものか、

とライヒマンの専横に不快の意を示したlへ そう
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した中で日本は、表向きは日中親善の一環として

積極的に対中国技術協力に関与しようとした則。

日中親善I田の名の下に積極的に関与することで、

連盟が中国に肩入れしすぎることを牽制し、また

協力国としての日本、被協力国としての中国を対

比させることで自国の相対的「先進性」を国際的

にアピールする機会と捉えたのである。そのよう

な日本の意図は以下のような日本代表宮島幹之助

の発言からも読みとれよう 1 5 10

「国際連盟の保健機関が支那の医事衛生の改善

に協力しようとしている今日、常に日支親善を唱

えてきた我帝国として袖手傍観していてよいだろ

うか。 従来の散漫政策を捨てて支那の医事衛生事

業に専ら力を集注するべきである。 対支文化事業

部には豊富な資金があり、民間には財団法人同仁

会のような組織がある。 更に我医界には医学の各

専門家が乏しくな L 、。 これらの力を総合的に活用

して支那における医事衛生の発達を助けることは

ただ日支親善の実を上げるのみならず我帝国の威

信を国際的に発揚する所以となるものと信じる。」

しかし、 1931 年初夏の揚子江流域水害に際し

て、日本側の協力要請が南京政府によって断られ

たことによって状況は変化していった。 中国が日

中紛争と国際的地位向上のために連盟への関与を

強めたこと、ライヒマンが中国への愛着と対日反

帝国主義を強めたことによって 1920 年代日本の

「協調」 と 「貢献」を支えていた前提条件が崩壊

したからである 問。 1930年代以降、それまでの日

本に代わって国際衛生事業の花形に踊り出たのは

中国であった。中国はライヒマンの同情と庇護の

下lヘ 圏内衛生整備、近代化における多くの協力

を授かり、その効果は戦後にまで及んだ1印。 更に

1936 年には国際連盟臨時非常任理事国入りとい

う国際的ステイタスまで獲得した問。一方、 1930

年代以降の日本にとって国際衛生行政はもはや純

粋に技術的産物を期待する以外の何物でもなかっ

た。こうして国際社会と日本を繋ぐ細糸は切断さ

れ、日本は全面的な地域主義へと傾倒していくの

であった問。

おわりに

第一次世界大戦後の新しい国際環境の中で、日

本は自国にとって譲れないもの一大陸での権益を

保護・拡大していくというものも国際的理解と

牽制のバランスを取りつつ、扱う必要性が生じた。

しかし国際社会の対応は一人種平等条項をめぐる

連盟との対立、ワシントン会議による軍縮比率の

決定、排日移民法成立による屈辱などー日本にとっ

て厳しいものであった1 5＼ そうした中で、日本と

国際社会を繋ぐ実質的なチャネルが国際衛生事業

であった。なぜなら 1920 年代の国際衛生事業に

は、日本に積極的な関与を促進する要因が多数存

在したからである。 第一に国際的に非難される要

素が一都合の悪いことさえ表に出さなければー比較

的少なかったこと、第二に衛生事業の越境性出ゆ

えに近隣地域内において連盟主要国との関係調整

を期待し得たこと、第三に事業の主導者ライヒマ

ンが技術による機能的国際協調の試みにあたって、

その知と財に期待するが故に日本を優遇していた

こと、第四に当時の中国が国内問題に手間取り、

国際問題に積極的に関与する余力がなかったこと、

である。 こうした恵まれた環境の下、日本は 1920

年代半ばをピー クに「東アジアにおける主導国」

としての「先進性」 を国際的にアピールする機会

を得、ここで獲得し得るステイタスが大陸政策を

めぐる国際関係や植民地統治に波及的に作用する

ことその実際的効果はさておきを期待したので

あった。 すなわち東アジアにおける国際衛生事業

は、日本と国際社会を繋ぐ実質的なチャネルとし

ての役割を果たしつつも、結局帝国主義に取り込

まれる形で拡大・進展し、 1930 年代以降は反帝

国主義に取り込まれる形で活動を続けていったの

である。

国際機関の社会人道事業は一見、政治的動向と

は無関係の様相を呈している。 今日においても、

国家の政治体制如何に関わらず、核保有の如何に

関わらず新型インフルエンザ対策が施されること、

国際関係論とは一線を画した 「国際保健計画学」

という学問領域が存在することはその顕著な例で

ある。 しかし実際のグローパルガヴァナンスは国

際政治の変動、国家聞の力関係と表裏一体であ
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る l目。その越境性と表面的な非政治性ゆえに、や

やもするとパワーに関するガヴァナンス以上に国

家の戦略的要素が反映されやすいという危険性を

も内包している。戦間期のテクノクラート達の試

み技術によって分け隔てない国際協調を実現し

ていこうというものーが結局、帝国主義に取り込

まれる形で進展していったことは事業のパラドキ

シカルな性格を如実に反映している。

だからといって、その限界のみを強調したいわ

けではな L 、。 テクノクラ ー 卜達の試みと関係諸国

の技術面 ・ 行政面での貢献が、その後のグロ ーパ

ルガヴァナンスの土壌を築いたことは評価される

べきである。戦前に耕された肥沃な土壌があった

からこそ、戦後の早い時期に撒かれた機能的国際

協調の種はその専門’性とともに迅速に育まれていっ

たl印。 ただ、 国際環境の一転する戦後の東アジア

においてその芽は新たな試練に直面することとな

る。 国際連盟の衛生事業が戦間期の日本に、国際

社会との実質的チャネルを提供し得たように、グ

ローパルガヴァナンスは機能的国際協調面での可

能性を確かに秘めている。 事業の特異な性質を踏

まえつつも、その可能性を育む環境を考えること

が国際政治研究者としての任務であろう。戦後の

東アジアを舞台に、更なる研究を続けていくこと

とする。
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＂ 史料c 1924年 6月 18 日鶴見委員「国際連盟保健委員会第二回会議経過報告書」

49 Manderson, op.cit., pp.127-128 

四 史料 b 1925年3月 17 日外務省嘱託防疫官兼内務技師加藤源三 （以下、加藤嘱託）から幣原外相宛復命書

ぶ 史料b 1925年 3 月 17 日加藤｜属託から幣原外相宛復命書中、 「本局ノ将来並ニ本局ニ対シ必要トスル本邦ノ準備

ニ関スル卑見」

52 史料 b 1926年 12 月 3 日幣原外相から上山台湾総督・児玉関東長官各宛「新嘉竣伝染病情報支局第二回諮問委

員会委員派遣ニ関スル件」

日 史料b 1926年 12 月 9 日幣原外相から在シンガポール中島総領事宛「新嘉披伝染病情報支局第二回諮問委員会

本邦委員二関スル件」

＂ 史料 c 1927 年 3月鶴見委員「第九四国際連盟保健委員会々議経過報告」

55 史料b 1927年 7月 1 日内閣拓殖局長成毛基雄から出淵外務次官宛 「新嘉波伝染病情報支局諮問委員会ノ構成ニ

関スル件」

お 史料 b 1927 年 7月 14 日内務次官から外務次官宛「新嘉披伝染病情報支局諮問委員会ノ構成ニ関スル件」

57 史料 b 1927年 7月 21 日幣原外相から国際連盟事務局長佐藤尚武（以下、佐藤事務局長）宛

” 史料b 1927年 11 月 10 日佐藤事務局長から田中義一外務大臣（以下、田中外相）宛第 149 号

弱 史料c 1927年 11 月鶴見委員「第十一回国際連盟保健委員会々議経過報告」

初 史料b 1927年 11 月 30 日田中外相から在シンガポール後藤総領事代理宛「東局諮問委員会本邦側参加者氏名通

告ノ件」

＂史料b 1930年 10 月 30 日拓務次官小林欣ーから外務次官吉田茂宛「国際連盟保健部東局諮問委員会第六回会議

開催ニ関スル件」

62 史料 b 1926年4月 16 日内閣拓殖局長黒金泰義から出淵外務次官宛「第五回国際連盟保健委員会ニ関スル件」

関 外務省記録「国際連盟新嘉放伝染病情報局関係一件情報局員関係J （以下、史料 e) 1926年4月 16 日川崎内務

次官から出淵外務次官宛

“ 史料 e 1926年 7 月 8 日杉村事務局次長から幣原外相宛、及び 1926年8 月 7 日杉村事務局次長から幣原外相宛
民史料b 1927年 3 月 28 日佐藤正東局次長から宇佐美事務局長代理宛私信写し東局のブルック局長は当地の海港

検疫長官との兼業であったため、実質的には佐藤次長一人で局を預かっていた。佐藤の語学不足と経験不足ゆえ

に次長としての職責を遂行するのが不可能だと判断観察された。このような事態は連盟の為にならないばかりか、



戦間期東アジアにおける国際衛生事業

日本の名誉にも関わるとして佐藤は辞意を申し立てた。

“ 史料e 1927年 11 月 10 日佐藤事務局長から田中外相宛

釘 史料 e 1928年6月 26 日佐藤事務局長から田中外相宛

曲 史料 e 1928年 9月 23 日佐藤事務局長から田中外相宛

35 

凹史料e 1928 年 9月 24 日内務次官から外務次官宛大内は当時 42歳、東京慈恵会医院医学専門学校を卒業し、

台湾総督府所管の財団法人タワオ病院（ボルネオ島〕長及び同地イギリス政府地方衛生官代理を努めた。 推薦当

時は響視庁に勤務し、伝染病研究所にて研究中であった。研究題目は伝染病流行学および伝染病統計学であった。

初 史料e 1928年 9月 18 日田中外相から佐藤事務局長宛

71 史料 e 1929年 9月 8 日在ジュネーブ国際迷盟事務局書記長ドラモンドから大内恒宛 なお大内は採用が決まっ

てから約一年間、ジュネーブで見習い期聞を経て正式に次長に就任した。

72 史料 e 1930 年 4月 8 日伊藤連盟事務局代理から幣原外相宛 1930 年始め、日本政府当局者は局長ゴーチエが

1930年の夏に局長を辞任すること、更に次期局長に中国の伍連徳が就任を希望しているとの情報を得、大内次長

を後任局長に推薦する好機会だと考えた。 しかし、再び前任者のようにその地位を失するようなことがあれば、

再度局長ポス トを日本に留保することが困難になるとの理由で、局長昇格工作は断念された。

73 史料 e 1935 年 10 月 8 日在ジュネーブ横山局長代理兼総領事から広田弘毅外務大臣（以下、 広田外相）宛

M 史料d 1941 年 11 月 8 日在ヴィシー加藤大使から帝国政府宛 「国際機関分担金ニ関スル件」 1940 年代前半、戦

況によって外貨送金が困難になる 1940年代前半まで分担金は支払われていた。

75 史料e 1935年 10 月 10 日在シンガポール郡司総領事から広田外相宛

76 史料e 1935年 12 月 5 日横山事務局長代理兼総領事から広田外相宛

77 史料 e 1936年 1 月 11 日在シンガポール郡苛総領事から広田外相宛

78 史料 e 1936年 1 月 18 日在シンガポール郡司総領事から広田外相宛

79 史料 e 1936 年4月 26 日木内事務局長代理から有田八郎外務大臣（以下、有田外相）宛

田 史料 e 1936 年 5月 3 日木内事務局長代理から有国外相宛

81 史料 e 1936 年 5 月 6 日木内事務局長代理から有田外相宛

限外務省記録 B-9-10-0-10 「国際述盟衛生技術官交換問題一件第一巻 1923 年ー 1925 年 9月」（以下、史料 f) PARIS, 

October 29ぺ 1923 From Ludwik Rajchman to Mr. Kusama 

田 史料 f 1925 年 2 月 3 日出淵外務次官から演凹拓殖局長宛「衛生技術官交換視察会議ニ関スル件」

制 史料 f 1924年 3月 7 日松井外相から杉村事務局次長宛「衛生技術官交換会議ヲ本邦ニ開催ノ件」

国 史料 f 1924年 6 月 12 日鶴見委員「交換会議ニ関スル打合会協議事項」

“ 史料 f 1924年9月 17 日連盟総会全権から幣原外相宛

87 史料 f 1925 年 6月 19 日幣原外相から松田事務局長宛「衛生技術官会議参加者ニ対スル鉄道賃金ニ関スル件」

岨 史料 f 1925 年 6月 5 日内務省衛生局長から外務省条約局長宛「各国衛生技術官交換視察会議仮日程ニ関スル打
合会開催ノ件」

田 史料 f 1925 年 3月 26 日幣原外相から松田事務局長宛「本邦ニ於ケル衛生技術官交換会議参列者ニ配布スヘキ

参考書類送付ノ件」

関史料 f 1925 年 4 月 20 日幣原外相から松田事務局長宛「鉄道案内書送付ノ件」

91 史料 f 1925年 5月初日幣原外相から松田事務局長宛

92 史料 f 1925 年 7月 1 日幣原外相から松田事務局長宛「本邦衛生法規集送付ノ件」

” 史料 f 1925 年 7月 16 日幣原外相から松田事務局長宛 「衛生局年報送付ノ件」

” 史料f 1925 年 2 月 13 日幣原外相から松田事務局長宛「衛生技術官会議準備調書原稿送付ノ件」

95 外務省記録B910010 「国際連盟衛生技術官交換問題一件第二巻 1925 年 10 月 1926年 10 月」（以下、史料 g)

1925 年 10 月 16 日警視総監太田政弘から内務大臣若槻礼次郎 ・ 幣原外相 ・ 各庁官府県長官宛「国際連盟主催衛生
技術官交換視察会議開催ノ件」

96 『医海時報』第 1634号、 1925 年 11 月 28 日、 2356-2366 頁。

97 史料 E所~ 内務省衛生局編 『国際連盟主催各国衛生技術官交換視察会議報告』（1926 年 3月 ） 93-119 頁「第十
四章 内務省に於ける批判会議」

98 史料g 日付不明 在シンガポール領事館報告「極東熱帯医学大会 ドクター ・ フープス氏ノ日本印象」

関 史料E 1925年 11 月 10 日奈良県知事鈴木信太郎から内務大臣 ・ 外務大臣 ・ 警視総監 ・ 各府県長官 ・ 朝鮮総統府

警務局長 ・ 関東庁警務局長 ・ 台湾総督府警務局長宛電報「国際連盟衛生技術官会議員来往之件」
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四ルート ビッヒ ・ ライヒマン「予の日本印象記 驚くべき衛生設備の進歩」『国際知識』 1926年 6月号、所収

入浴の習慣など生活習慣も含め、日本に於ける公衆衛生水準の高さが指摘されている。

山史料g所~ 内務省衛生局編前掲『国際連盟主催各国衛生技術官交換視察会議報告』 「第十四章 内務省に於

ける批判会議」

1凹史料 c 1926 年 8月 20 日鶴見委員「第六回国際連盟保健委員会経過報告」

1田 史料g 1926 年 7 月 5 日国際連盟医務部交渉委員会世話人宮島幹之助記「国際連盟医務交渉委員会経過」

出史料g 1926 年 10 月 20 日鶴見委員から幣原外相宛

1田外務省記録 B-9-10-0- 10 「国際連盟衛生技術官交換問題一件第三巻 1927 年 3月 1931 年 10 月」 （以下、史料 h)

1930年 9 月 27 日内務省衛生局長から国際連盟医務部長宛

雌 史料g 1926年 7月 5 日国際連盟医務部交渉委員会世話人宮烏幹之助記「国際連盟医務交渉委員会経過J 佐伯

博士による「日本における栄養学の発達」、高野・大坪 ・ 井上三博士による「日本におけるコレラ研究」 が英訳 ・

出版された。

町史料h 1927年日付不明鶴見三三 「「ブラジル』へノ本邦移民衛生問題二関スル意見書J

m 史料g 1926年 11 月 27 日宇佐美事務局長代理から幣原外相宛

109 史料h 1928年 3月 2 日伝染病研究所長長奥又郎から出淵外務次官宛

110 長木大三前掲『北里柴三郎とその一門」第四章 1873年、岡山県生まれの細菌学者。 岡山第三高等学校（後の

岡山大学医学部）を卒業後、 1898年上京して伝染病研究所に入り、北里柴三郎のもとでペストの研究に従事した。

1907 年ドイツに留学し、 ペスト菌研究の大家エールリ ッヒ博士の下でサルバルサンを合成した。 1914年第一次世

界大戦のため、ドイツからサルバルサンの輸入が困難になった時、国産品完成に寄与した。 1920年度謄義塾大学

医学部教授になり、細菌学、免疫学を講じた。 1938 年没。

山史料h所収、「秦博士国際標準会議報告」、『国際メ ール』（国際連盟協会、 1928年 7月 25 日）所収。

112 外務省記録B 9 10 0- 18 「国際連盟関係狂犬病ニ関スル国際会議一件」（以下、史料 i) 1927 年 6 月 17 日佐藤事

務局長から田中外相宛「狂犬病国際会議報告書送付ノ件」 第 309 号

川 史料 1 1927年 6月 4 日北里博士から北里研究所宛の通信より

JJ,J 長木大三前掲『北里柴三郎とその一門』 第三章 1870年仙台生まれ。 1896年東京帝大医学部卒、私立伝染病研

究所へ入り、北里柴三郎に学ぶ。 1897 年赤痢菌発見、 1901年エールリッヒに師事し、化学療法を研究。 1914年北

里研究所部長、 1920 年朝鮮総督府医院長兼京城帝大総長に就任。 1957 年没。

旧 外務省記録B 9 10-0 -7 「国際連盟赤痢血清標準会議関係一件J （以下、史料 j) 1924年 2 月 20 日東京日日新聞

夕刊

116 史料 J 1926 年 10 月 1 日出測外務次官から朝鮮総督府政務総監宛「血清標準統一会議ニ関スル件」第 51号

117 史料g 1926年 9月 18 日会議全権から幣原外相宛

川栄養研究所所長。著書に「ビタミン』（岩波書店、 1925 年）、『新撰日本食品総覧」（南江堂、 1931 年）、『調理食

品成分照覧』（南江堂、 1937年）など。

119 史料 g 1926年 9月 22 日 川崎内務次官から出淵外務次官宛「国際連盟医務部申出ノ医事衛生問題ニ関スル協力

事項ノ件」

国 史料h 1927年9月 22 日栄養研究所長佐伯矩から幣原外相宛復命書

問 史料h 1927年 7 月 17 日在サンチアゴ鮭延公使から田中外務大臣宛

国 史料 c 1926年8 月 20 日鶴見委員「第六回国際連盟保健委員会経過報告」

国 史料 c 1931年 5月鶴見委員「第十七回国際連盟保健委員会経過報告」

国ハンセン病と戦間期の日本については藤野豊『「いのち」の近代史 「民族浄化」の名のもとに迫害されたハ

ンセン病患者』（かもが出版、 2001 年〕 E 第四章、 藤野豊「ハンセン病と近現代日本」（沖浦和光、徳永進編『ハ

ンセン病 排除・ 差別 ・ 隔離の歴史」岩波書店、 2001 年、所収入熊本日 日新聞社編『検証 ・ ハンセン病史』（河

出書房新社、 2004年〕 など‘。 ハンセン病は戦前日本において、遺伝病という誤解を受け、病者の家族 ・ 親戚まで

も婚姻忌避の対象とされた。 1907 年に制定された日本最初のハンセン病関連法「煽予防ニ関スル件」では放浪す

るハンセン病患者を生涯隔離することが定められた。 1931 年浜口内閣下で 1907 年法は「瀬予防法」に改正され、

生涯隔離の対象を全てのハンセン病患者へと拡大した。戦後、 1996年には「らい予防法J が廃止され、 1998年以

降は被隔離患者らによる国家賠償請求訴訟が相次いで提訴された。 2001 年熊本地裁で原告側勝訴判決が下され、

国の強制隔離政策を断罪した。国は控訴を断念した。 なお、現在ではWHO が確立した多剤併用療法によりハン

セン病はごく短期間で治癒するとされている。
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125 史料K 1930年 9月 24 日佐藤事務局長から幣原外相宛

出史料c 1930年 10 月鶴見委員「第十六回国際連盟保健委員会経過報告」

即 史料K 1930年 9月 29 日幣原外相から佐藤事務局長宛「国際的ライ『センタ ー』設置ニ関スル件」

由 史料K 1930年 10 月 28 日佐藤事務局長から幣原外相宛 「国際的ライ 『センター』ヲ東京ニ設置スル件」

国史料c 1931年 5月鶴見委員「第十七回国際連盟保健委員会経過報告」

刷 史料 c 1926 年 8 月 20 日鶴見委員 「第六回国際連盟保健委員会経過報告」

"' J. Osterhammel, 'Technical Cooperation between the League of Nations and China', Modern Asiαn 

studies vol.13 no. 4 October 1979. 

132 Balinska, op.cit., chap.6 

出 後藤春美「国際連盟の対中技術協力とイギリス 1928 年一1935 年 ライヒマン衛生部長の活動と資金問題を中心

に」 （服部龍二、土田哲夫、後藤春美編著『戦闘期の東アジア国際政治』 中央大学出版部、 2007年、所収）。

出 ドクトルライヒマン報告、同仁会訳『中華民国医事衛生の現状』 （財団法人同仁会、 1930 年）

川 史料 c 1930年 4月 17 日連盟事務局長代理伊藤述史から幣原外相宛「第十五回保健委員会経過報告書送付ノ件」

川戦間期、中国における伝染病流行と連盟による伝染病対策については飯島渉 『ペス トと近代中国』 （研文出版、

2000年）第七章、八章、九章、補論及び福士由紀「国際連盟保健機関と上海の衛生 1930 年代のコレラ予防」 （

『社会経済史学』 70巻 2号、 2004年）等。

即 史料 c 1930年 4 月 17 日伊藤事務局長代理から幣原外相宛 「第十五回保健委員会経過報告書送付ノ件」

国 史料 c 1931 年 5月鶴見委員「第十七回国際連盟保健委員会経過報告」

四 史料 c 1931 年 5月鶴見委員 「第十七回国際連盟保健委員会経過報告」 上海港は 1926年国際衛生条約に基づ

く除鼠及び除鼠免除証明書を発行できる l唯一の港であること、外国船であっても近距離かつ定期の航海をする船

舶に対して平時は検疫を省略すること、上海港の検疫施設及びその巡用に関する経費は、検疫収入及び南京政府

の財源で支弁することなどがその内容であった。

140 史料 c 1930 年 10 月鶴見委員 「第十六回国際連盟保健委員会経過報告」

川史料c 1931 年 5月鶴見委員「第十七回国際連盟保健委員会経過報告」

同 League of Nations, Quαrterly Bulletin of the Health Orgαnisαtion, 1-1, March 1932, pp.142 157. 

川 史料 c 1931 年 11 月 12 日津田事務局長から幣原外相宛 「第十八回連盟保健委員会経過報告送付ノ件」

川史料c 1932 年 12 月 3 日津田事務局長から内田外相宛 「第十九回i裏腹保健委員会経過報告送付ノ件」

川 史料 c 1934年 5月鶴見委員 「第二十一回連盟保健委員会々議報告」 たとえば 1934 年 5月の第 21 回保健委員

会で中国代表の伍連徳は、過去数年における中国の医事衛生に関する機関の充実、上海でのコレラ予防接種の励

行により 1933 年はー名の患者も発生しなかったことを示した。 ライヒマンも、連盟から派遣された専門家の指導

によりマラリア予防等についてその成績をあげつつあることに満足の意を表した。

川史料 c 1933 年 11 月医学士模弘 「国際連盟衛生委員会第二十回会議報告」 ： 1934 年 5月の第 21 回保健委員会

では中国代表の伍連徳は 「東洋における政治上の不安があるにも関わらず、東局がよく その成績をあげているの

は結構である 」 と暗に日中対立を示唆する発言を行い、日本当局者は不快の意を表 している。

間 Balinska , op.cit., chap.6, pp.85 86. など。連盟内保守派と、急進的改革志向のライヒマンの聞には衛生事業

の巡営をめぐり、 1920年代前半から意見の食い違いがみられた。

川 史料 c 1930 年 4月 17 日伊藤事務局長代理から幣原外相宛「第十五回保健委員会経過報告書送付ノ件」

149 後藤春美前掲「国際連盟の対中技術協力とイギリス 1928 年ー1 935年 ライヒマン衛生部長の活動と資金問題を

中心に」 にも日本が対中国技術協力に関して、積極的に日本人顧問を採用するよう事務総長に働きかける様子が

描かれている。

1日 史料 c 1930年 4 月 17 日伊藤事務局長代理から幣原外相宛「第卜五回保健委員会経過報告書送付ノ件」 「日中

親善」 としてはその他、中国人医学留学生の受入な どを行なっていた。

山 史料c 1930年 4月 17 日伊藤事務局長代理から幣原外相宛 「第十五回保健委員会経過報告書送付ノ件」

国 史料 c 1934 年 5月鶴見委員「第二十一団連盟保健委員会々議報告」 日本とライヒマンの不仲は次のような

日本代表の発言からも明らかである。 「 ・・ 最近きくところによれば、この際同氏（ライヒマン）は再び支那に赴

かず、元の地位（国際連盟保健機関保健部長）に復帰するとの噂がある。もし是が実現するならば如何なる態度

で我国に臨んでくるのか今後十分に警戒が必要である（括弧内は筆者〕。」

問 ライヒマンの宋子文との個人的友好関係、中国への根深い愛着については Balinska, op.cit., chap.6, chap.7, 

chap.14, p.239, 243 など。 ロシア帝政下のポーランドに生まれたユダヤ人であったという経歴上、中国に対して



国際関係論研究第27号

生涯愛着を保ち続けたという。

1加 こ の点に関しては張力「国連特別基金と台湾経済建設ー国際機関と技術協力」 （緒方貞子 ・ 半淳朝彦編『グロー

パル ・ ガヴァナンスの歴史的変容』ミネルヴァ書房、 2007 年、第八章、所収）。

回 戦間期の中国と国際連盟については川島真「中国外交における象徴としての国際的地位 ハーグ平和会議、国

際連盟、そして国際連合へ」 （『国際政治』 145 号、 2006 年）、川島真「中華民国の国際連盟外交 『非常任理事国』

層から見た連斑論」（緒方貞子、 半淳朝彦編前掲『グローパル・ガヴァ ナンスの歴史的変容』第二章、所収入後

藤春美前掲「国際連盟の対中技術協力とイギリス 1928 年一1935 年 ライヒマン衛生部長の活動と資金問題を中心

に」等。

国 Burkman, op.cit., chap.7,8. 

157 ibid., chap.4 

回 戦間期の東アジアにおける「国際秩序」 と「帝国秩序」 の速関性については酒井哲哉「戦間期における帝国再

編と国際主義」 （『国際問題』 546 号、 2005 年、所収入酒井哲哉 「『帝国秩序』と『国際秩序』 植民政策学にお

ける媒介の論理一」 （酒井哲哉前掲「近代日本の国際秩序論』第五章、所収）。

m 緒方貞子『紛争と難民 緒方貞子の回惣』（集英社、 2006年）第五章など 緒方貞子はその回想録の中で、人

道危機は人道援助だけでは解決しえず、政治、箪隊、人道機関等の連携による解決が必要だと指摘する。

四 国立公文書館所蔵『運営覚書（保健、衛生）昭和 24-27 年』 日本は 1956年の国際連合加盟に先立つ 1951 年 5

月、世界保健機関に加入し、定期的な技術援助を受けた。また終戦直後からミルク、衣類を中心とするユニセフ

からの援助も受けていた。 この点に関する詳細は稿を改めることとする。






